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現 場 説 明 書 

 

佐賀県県土整備部建築住宅課 

 

（Ａ）工事概要及び一般事項 

１．工事概要 

①工 事 名  07危防工第 6号 SAGAプラザ外部電源接続盤設置工事 

②工事場所  佐賀市 

③工事期間  実工期 90 日間 

④工事内容  （別添 特記仕様書及び設計図面による） 

⑤関連工事  07危防工 第 7号 SAGAプラザ防災倉庫新築工事（発注済み） 

２．設計図書の優先順位 

設計図書は相互に補完するものとし、相互に相違がある場合の優先順位は次のとおりとす

る。 

  ①質疑回答書 

②現場説明書 

③特記仕様書 

④設計図面 

⑤標準仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

３．工事着手前・完成時の提出図書 

①工事請負契約後、監督員の指示により設計図面の製本を提出すること。 

②その他、『完成図書作成・提出要領（建築住宅課）』により監督員の指示に従って発注者へ

提出すること。 

４．契約事務上の注意事項 

①工事請負契約書は佐賀県建設工事請負契約約款を使用することとし、その他の契約事務に

ついては佐賀県財務規則による。なお、本工事の契約者（収支等命令者）は「佐賀県政策

部危機管理・報道局危機管理防災課長」とする。 

②不慮の事故に備えて火災保険等に加入すること。なお、契約額は工事規模・請負契約額に

相応する内容とし、原則として工事完成期日後 14日間の予備期間を設けること。 

③「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」に基づき、公共工事等

に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険（法定外

の労災保険）に加入すること。 

④工事が複数年度に亘る場合は、各年度の請負代金の支払い限度額及び施工責任額は、契約

書作成の日までに通知する。 

 

（Ｂ）現場及び技術に関する説明事項 

１．指定仮設 

設計図面に明記された仮設については、指定仮設として実施すること。 

なお、現場状況及び施工方法により変更が必要な場合は監督員との協議により実施するこ
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と。 

２．工事着工前の確認 

建物の配置については設計図書に基づいて縄張りを行い、監督員と最終確認を行うこと。 

既存施設内で増築・改修工事をする場合は、仮設計画書、施工計画書等を作成し施工上必

要な「工事用地等」について施設管理者と協議すること。 

また、既存の設備、地下埋設物については充分な予備調査を行って施工すること。 

３．工程管理 

工事の着手に当たっては、他の関連工事業者と調整の上、受電時期や試運転調整期間等を

見込んだ実施工程表を作成し監督員に提出すること。 

また、工事期間中はこの工程表に従い工事の円滑な進捗に努めること。 

４．施工体制台帳 

施工体制台帳及び施工体系図については、下請契約の請負代金額に関わらず、次のとおり

とする。 

・「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」の定めに従って、別に定める国

土交通省令に従って記載した施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、所定

の様式（建築工事監理指針等を参照）により監督員に提出しなければならない。 

・各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、工事関係者が見やすい場

所及び公衆が見やすい場所に掲げなければならない。 

・受注者は施工体系図を所定の様式（建築工事監理指針等を参照）により監督員に提出し

なければならない。 

・施工体制台帳及び施工体系図等は、原則として、電子データで作成・提出するものとす

る。 

・受注者は、施工体制台帳及び施工体系図等に変更が生じた場合は、その都度速やかに監

督員に提出しなければならない。 

※施工体制台帳及び施工体系図等の詳細は、『土木工事施工管理の手引き（佐賀県）』を参

照すること。 

５．施工中の安全確保、環境保全等 

施工中の安全確保及び環境保全並びに災害・公害の防止については「建築・電気・機械各

標準仕様書」によるほか、次の指針・要綱によること。  

   ・建築工事安全施工技術指針 

   ・建設工事公衆災害防止対策要綱 

   ・建設副産物適正処理推進要綱 

  事件・事故発生時には直ちに監督員に連絡すること。 

６．墜落制止用器具の着用について 

   労働安全衛生法施行令第 13条第 3項第 28号における墜落制止用器具の着用は、「墜落制止

用器具の規格（平成 31年厚生労働省告示第 11号）」による墜落制止用器具（フルハーネス型

墜落制止用器具、腰ベルト型墜落制止用器具、ランヤード等）を使用するものとする。 

７．使用人等の管理 

受注者は、使用人等（下請負者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずる者
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を含む）の適正な労働条件を確保し、適時、使用人等への指導及び教育を行うとともに、工

事が適正に遂行されるように管理及び監督すること。 

また、使用人等の管理に当たっては、施工体制台帳の一部として作業員名簿を作成・保管

することとし、その写しを提出すること。 

８．工事監理者 

   この工事については、監督員業務の一部を第三者（設計者等）に委託する場合がある。 

９．特定元方事業者の指名 

労働安全衛生法第 30 条第 1 項に規定する措置を講じるものとして、同条第 2 項に基づき、

この敷地内の建設工事等における特定元方事業者のうち、建築工事の請負業者を指名するも

のとする。建築工事の請負業者が複数の場合又は建築工事が行われない場合は、契約額が最

大の請負業者を指名し、受注者へ通知するものとする。 

10．工期変更等の場合の前金保証会社への通知 

前払金保証約款第 7条の 2「工期を変更する場合等における措置」の保証会社への通知は、

受注者で行うこと。 

 

（Ｃ）指導事項 

１．建設工事の適正な施工の確保について 

本工事の施工に当たっては、適正かつ円滑な施工を確保するために「建設業法」や「建設

産業における生産システム合理化指針」等に基づく建設関連指導事項を遵守し、適正な契約

の締結、適正な施工体制の確立、建設労働者の雇用条件等の改善に努め、建設関連法等に抵

触する行為は行わないこと。 

２．労働福祉の改善等について 

建設労働者の福祉の向上を図り、建設需要に対する労働者を確保し建設業の健全な発展を

図るため、労働者災害補償保険制度、建設業退職金共済制度、労働災害補償共済制度等に関

して、土木工事等共通仕様書（佐賀県）第 1章第 48節の規定を遵守すること。 

また、建設業退職金共済制度に係る共済証紙の購入については、共済制度の対象となる労

働者（対象工事の受注者の下請業者が当該労働者を使用する場合を含む）の当該工事に係る

就労予定日数を把握し、必要枚数を購入後、「発注者用掛金収納書」を発注者へ提出すること。 

３．各種調査への協力依頼 

公共事業労務費調査、共通仮設費の実績調査等の対象工事となった場合は、必要な協力を

行うこと。 

４．下請負人等の選定 

   下請業者、資材調達、工事に係る技術者等の選定については、「佐賀県建設工事請負契約約

款第 7条の 2」によること。 

また、工事に使用する資材については、地場産業の活性化を図るため県内で産出、生産又

は製造されたものを積極的に使用するよう努めること。 

５．下請負人、資材調達先及び技術者の申請等 

受注者は、佐賀県建設工事請負契約約款第 7 条の 2 第 1 項に規定する下請契約を締結しよ

うとした場合は、一部下請負申請書を監督員に提出し、その承諾を得ること。 
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なお、下請業者が県外業者となる場合は「県内優先不実施の理由書」「下請負辞退書」等を

同時に提出すること。 

受注者は、佐賀県建設工事請負契約約款第 7 条の 2 第 2 項に規定する工事材料に係る納入

業者を選定した場合は、工事資材使用届出書を監督員に提出すること。 

なお、納入業者が県外業者となる場合は、理由書を監督員に提出すること。 

受注者は、佐賀県建設工事請負契約約款第 7 条の 2 第 3 項に規定する工事に係る技術者等

の配置を決定した場合は、技術者等名簿届出書を監督員に提出すること。 

なお、配置する技術者等が県外居住者となる場合は、理由書を監督員に提出すること。 

６．工事用資機材等の搬送に関する関連法の遵守等 

道路交通法及び関係法令に抵触する搬送車両並びに交通安全の配慮に欠ける業者は排除す

ること。 

また、電波法により、不法無線局を設置した車両を工事現場に出入りさせないこと。 

７．工事実績情報の登録  

請負金額が 500 万円以上の工事については、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報

（CORINS）の登録をすること。 

８．産業廃棄物税の取扱いについて 

本工事により発生する建設廃棄物のうち、九州各県の焼却施設及び最終処分場へ搬入する

ものについては、産業廃棄物税が課税されるため、適正に事務処理を行うこと。 

なお、熊本県及び北九州市へ搬入するものについては、課税対象施設が異なるため、監督

員と協議すること。 

９．建築物等の解体等工事における石綿飛散防止対策等について 

・建築物その他の工作物の解体、改造又は補修作業を伴う建設工事については、「大気汚染防

止法」に従い、石綿飛散防止対策を適正に行うこと。 

・建築物その他の工作物の解体、改造又は補修作業を行うに当たっては、「労働安全衛生法」

及び「石綿障害予防規則」に従い、石綿ばく露防止対策を適正に行うこと。 

・その他関係法令（建設リサイクル法、廃棄物処理法等）を遵守すること。 

10．環境への負荷の少ない物品等の使用について 

『佐賀県環境物品等の調達の推進に関する基本方針』による特定調達物品等を使用する場

合は、その方針における当該物品に係る「判断の基準」を満たすものを使用すること 

なお、その「判断の基準」に対応することができない場合は、監督員と協議すること。 

11．木質系材料に係る合法性及び持続可能性の証明 

木質系材料を使用する場合は、その原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林

経営が営まれている森林からの産出に係る確認を行うこと。 

なお、その確認を行う場合には、林野庁作成の『木材・木材製品の合法性、持続可能性の

証明のためのガイドライン』に準拠して行うこと。 

12．建設副産物の取扱い 

建設副産物の取扱いについては、『建設副産物適正処理推進要綱』によることを原則とする

ほか、『建設副産物の取扱い方針（佐賀県）』に従い、適切に処理すること。 

13．ゴム製品等の品質確認等 
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受注者は、東洋ゴム化工品（株）、ニッタ化工品（株）で製造された製品や材料（以下、ゴ

ム製品等とする。）を用いる場合には、同社が製造するゴム製品等に対して受注者が指定した

第三者（東洋ゴム化工品（株）、ニッタ化工品（株）と資本面・人事面で関係がない者）によ

って作成された品質を証明する書類を提出し、監督員の確認を得るものとする。 

なお、第三者による品質証明書類を提出し、監督員の確認を得た場合であっても、後に製

品の不良等が判明した場合に受注者の契約不適合責任が免責されるものではない。 

 

（Ｄ）その他特記事項 

○本工事は、『建築・設備工事検査取扱い要領（佐賀県）』に定める中間検査の工程に達した時、

適宜中間検査を実施できるものとする。実施工程時期については、別途監督員の指示による。 

○本工事は、『完成施設事後調査実施要領（建築住宅課）』に基づき、各施設管理者及び設計（監

理）委託業者の立会いの上で完成施設事後調査を実施すること。 

 第一次調査：施設管理者が引き渡しを受けた日から 1 年（設備機器本体等の契約不適合責任

期間 1年を含む）が経過する前、おおむね 1ヶ月の時期 

第二次調査：施設管理者が引き渡しを受けた日から 2年（全ての工事の契約不適合責任期間）

が経過する前、おおむね 1ヶ月の時期 

○敷地内外における工事用及び作業員の車輌の通行については、交通安全に十分配慮し、必要に

応じて交通誘導員を配置すること。 

なお、交通誘導員を配置しない工事にあっては同敷地内の交通誘導員の指示に従うこと。 

○振動、騒音を伴う工事については、その防止対策を講じると共に、作業日時は次のとおりとす

ること。 

・土曜日、日曜日及び国民の祝日には原則として作業は行わない。 

・作業時間については、関係者と十分な協議を行う等の措置を講じ、かつ関係法規等に抵触す

ることのない様十分配慮し、設定する。 

○粉塵等が発生する工事については、事前に施設管理者と十分協議し、実施すること。 

○解体・撤去時の養生に十分注意すること。また、構築物や通路（道路）等を損傷・汚染させた場

合は、受注者の責任において速やかに原形に復すること。 

○本工事は、『工事監督におけるワンデーレスポンス実施要領』によるワンデーレスポンス実施対

象工事である。実施にあたっては、受発注者相互に協力し、取り組むものとする。 

○本工事は、『ウィークリースタンス実施要領』によるウィークリースタンスの対象工事である。

実施にあたっては、受発注者相互に協力し、取り組むものとする。 

○地下埋設物・架空線等上空施設の近接作業を行う場合には、『地下埋設物・架空線等上空施設の

事故防止マニュアル（佐賀県）』に従い、慎重に行うこと。 

○本工事は、設計変更手続きの透明性と公正性の向上及び迅速化を目的として、発注者と受注者

が一堂に会して、設計変更の妥当性及び設計変更等に伴う工事中止等の判断の協議を行う場と

して開催する「設計変更会議」の設置対象工事である。 

なお、「設計変更会議」への参加については、『設計変更会議実施要領』によること。 

○本工事は、建設現場における「快適トイレ」の設置試行対象工事である。快適トイレは『建設

現場における「快適トイレ」設置試行要領』により、受注者の希望で設置すること。 
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○舗装の切断作業時に発生する排水については、排水吸引機能を有する切断機械等により回収す

るものとする。回収された排水については産業廃棄物（汚泥）として適正に処理するものとし、

必要と認められる経費については、協議の上、設計変更の対象とする。 

なお、廃棄物処理法（廃掃法）に基づき、産業廃棄物の排出事業者（受注者）が産業廃棄物の処

理を委託する際、適正処理のために必要な廃棄物情報（成分、性状等）を処理業者に提供する

こと。 

○本工事は、情報共有システム（ASP方式）の利用対象工事である。 

１．情報共有システム（ASP）を利用する場合は、『情報共有システム運用ガイドライン』に基

づき行う他、下記によること。 

（1）使用するシステムは、『情報共有システム運用ガイドライン』に掲載されたシステムの中

から、受注者が決定する。 

（2）発注者及び受注者が使用するシステムのサービス提供者との契約は、受注者が行うものと

する。 

（3）受注者は、監督員に使用するシステム、パスワードなどシステム利用に必要な情報を打合

せ簿で提出する。 

２．情報共有システム（ASP）の利用を希望しない場合は、監督員と協議すること。その場合、

減額の設計変更を行うものとする。 

○本工事は、週休２日対象工事である。 

 １．予定価格の算定においては、週休２日（月単位）の補正を適用している。 

２．補正係数等については、『佐賀県「営繕工事における週休２日試行工事」実施要領』（R7.7

改定版）を確認すること。また、週休２日を実施する場合は、当該要領により行うこと。 

 ３．受注者は、施工計画書提出の前までに、週休２日の実施に関する工事打合せ簿を監督員へ

提出すること。 

４．現場閉所（現場休息）日の実績に応じて、変更契約を行うものとする。 

○本工事は、『佐賀県営繕工事における入札時積算数量書活用方式試行要領』による試行対象工事

である。 

１．入札時積算数量書活用方式の適用 

（１）本方式では、入札時において発注者が入札時積算数量書を示し、入札参加者が入札時積

算数量書に記載された積算数量を活用して入札に参加することを通じ、工事請負契約の締

結後において、当該積算数量に疑義が生じた場合に、発注者及び受注者は、入札時積算数

量書に基づき、積算数量に関する協議を行うことができる。 

なお、入札時積算数量書に記載された積算数量については、当該積算数量に基づく工事

費内訳書の提出や契約締結後における工事の施工を求めるものではない。 

（２）受注者は、本方式を適用する場合は、工事請負契約書に要領別記２に掲げる特約条項を

追加添付しなければならない。 

（３）受注者は、入札時積算数量書に記載された積算数量に疑義が生じた場合は、直ちに協議

を求めるものとする。ただし、当該疑義に係る積算数量の部分の工事が完了した場合、協

議を求めることができないものとする。 

（４）受注者からの請求による（１）の協議は、入札時積算数量書における当該疑義に係る積
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算数量と、これに対応する工事費内訳明細書における当該数量とが同一であると確認でき

た場合にのみ行うことができるものとする。 

（５）（１）の協議（発注者が請求する場合も含む。）は、入札時積算数量書に基づき行うもの

とする。ただし、入札時積算数量書の細目別内訳において数量を一式としている細目（設

計図書において施工条件が明示された項目を除く。）を除く。 

（６）（１）の協議の結果、入札時積算数量書に記載された積算数量に訂正が必要となった場合

は、契約書、設計図書及び数量基準に定めるところによるものとする。 

２．工事費内訳書及び工事費内訳明細書の提出 

（１）１回目の入札に際し、１回目の入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の

提出を求める。 

（２）工事費内訳書は、佐賀県建設工事入札心得２（１）による。 

（３）受注者が本方式を実施しようとする場合は、契約締結時に工事費内訳明細書を提出しな

ければならない。 

（４）工事費内訳明細書の様式は自由であるが、記載内容は、（１）、（２）の工事費内訳書の金

額の根拠となるもので、少なくとも入札時積算数量書に掲げる種目別内訳、科目別内訳、

中科目別内訳及び細目別内訳に相当する項目に対応するものの数量、単位、単価及び金額

を表示したもの（ただし、商号又は名称、住所及び工事名を記載すること。）でなければな

らない。なお、工事費内訳明細書を提出しない場合は、入札時積算数量書に記載された積

算数量に疑義が生じた場合においても、受注者は協議を求めることができないものとする。 

（５）工事費内訳書及び工事費内訳明細書は、１．（４）の確認において用いる場合を除き、入

札及び契約上の権利義務を生じるものではない。 

○本工事は、遠隔臨場の対象工事である。 

 １．遠隔臨場の実施に当たっては、『建設現場における遠隔臨場に関する試行要領』により行う

こと。 

２．遠隔臨場実施にかかる費用については、受発注者間の協議を踏まえ、設計変更時に計上す

る。 

３．受注者は、施工計画書の施工管理計画に遠隔臨場を適用する工種や細別等、確認時期及び

確認項目、遠隔臨場で使用する機器とその仕様等を記載し、見積書とあわせて提出するこ

と。 

４．契約後の受発注者協議により、遠隔臨場の実施が適当でない（通信環境が整わない現場や

工種によって不十分、非効率的な確認になる等）と判断される場合や、受注者が希望しな

い場合は、適用対象外とする。 

○本工事は、建設キャリアアップシステム活用の対象工事である。 

１．建設キャリアアップシステム（以下「CCUS」という。）の実施に当たっては、『建設キャリア

アップシステム活用試行工事実施要領』により行うこと。 

２．受注者は、施工計画書提出の前までに CCUSの活用の希望の有無を工事打合簿にて監督員に

提出するものとする。 

３．受注者は、当該要領に掲げる各指標に係る基準を達成しなかった場合は、要因及び改善策

を工事完成検査日までに発注者に報告するものとする。 
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４．CCUS 活用に係る費用については、当該要領に基づき、受注者から契約金額の変更の求めが

あった場合、変更契約を行うものとする。 

 


